
富士市子ども食堂開設支援補助金交付要綱 

（
令 和 ３ 年 ３ 月 ３ １ 日

告 示 第 ３ ６ 号
）

（趣旨） 

第１条 この要綱は、子ども食堂の開設支援を行うため、新たに子ども食堂を開催しようとする市

民活動団体に対する補助金の交付について、富士市補助金等交付規則（昭和４２年富士市規則第

２８号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 子ども食堂 子どもに対し無料又は安価で温かな食事を提供し、かつ、子どもが子ども同士

や地域の大人と関わることで、社会性、自主性等を身に付けることができる居場所を提供する

取組をいう。 

⑵ 市民活動団体 市民活動（市民生活の向上に寄与するため、市民が自主的かつ自発的に行う

営利を目的としない活動をいう。）を行っている団体又は行おうとする団体であって、次の各号

のいずれにも該当するものをいう。 

ア 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成することを目的とする団体でな

いこと。 

イ 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする団体でないこと。 

ウ 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職をいう。以

下この号において同じ。）の候補者（当該候補者になろうとするものを含む。）若しくは公職

にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体でないこ

と。 

エ 営利を目的とする団体でないこと。 

（交付の対象） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象団体」という。）は、子ども食堂を開催しよ

うとする市民活動団体であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 定款、規約、会則等の定めを有すること。 

⑵ 団体として独立した経理を行っていること。 

⑶ 市及び社会福祉法人富士市社会福祉協議会と協力し、かつ、連携できること。 

２ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲げる要件の



いずれも満たす子ども食堂の開設に係るものとする。 

⑴ 補助対象団体が市内で開催すること。 

⑵ 月１回以上開催可能であり、１回当たりおおむね１０食以上の食事を提供すること。 

⑶ 自立的かつ持続的に運営できること。 

⑷ 責任者を１人配置し、食中毒予防、感染症予防、防犯、防災等に適切な配慮がなされること。 

⑸ 子ども食堂を利用する子ども又はその保護者（以下「利用者等」という。）から、食物アレル

ギー、健康及び緊急連絡先に係る情報を確認すること。 

⑹ 地域への適切な周知がなされ、市内の子どもの十分な利用が見込まれること。 

⑺ 地域に開かれた運営がなされること。 

⑻ 利用者等の情報を適切に管理すること。 

⑼ 特別な支援が必要な子どもを発見した場合は、市に連絡すること。 

（補助対象経費） 

第４条 補助対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事業の実施に要する経

費のうち、別表に定めるものとする。 

（補助金の額等） 

第５条 補助金の額は、補助対象経費の合計額（同趣旨の他の補助金等の交付を受けている場合は、

当該補助金等の額を控除して得た額）に２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた額）とし、２０万円を限度とする。 

２ 補助金の交付は、一の団体につき１回限りとする。 

（交付の申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする補助対象団体は、富士市子ども食堂開設支援補助金交付申

請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書（第２号様式） 

⑵ 定款、規約、会則等の写し 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第７条 市長は、前条に規定する申請があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認める

ものについては、補助金の交付を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、富士市子ども食堂開設支援補助金

交付決定通知書（第３号様式）により通知するものとする。 



（実績報告） 

第８条 補助金の交付の決定を受けた者は、補助対象事業が完了したときは、その完了の日から起

算して３０日を経過した日又は当該補助金の交付の決定があった日の属する年度の３月末日のい

ずれか早い日までに実績報告書（第４号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 補助対象経費の支出を確認できる領収書の写し 

⑵ 開設準備の状況が分かる書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（補助金額の確定） 

第９条 市長は、前条に規定する実績の報告があったときは、その内容を審査し、交付すべき補助

金の額を確定し、富士市子ども食堂開設支援補助金額確定通知書（第５号様式）により通知する

ものとする。 

（交付の決定の取消し等） 

第１０条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者が虚偽その他不正な手段により補助金の交付の

決定を受けたとき、又は市長が適当でないと認めたときは、補助金の交付の決定を取り消すこと

ができる。 

２ 市長は、前項の規定により交付の決定を取り消したときは、既に交付した補助金の全部又は一

部の返還を命じることができる。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、この要綱の失効の際現に補

助金の交付の決定を受けている者に対する補助金の交付については、この要綱は、なおその効力

を有する。 

別表（第４条関係） 

区分 内訳 

食器等の整備に係るもの 食事の提供に要する食器、テーブル等 

調理用器具等の整備に係るもの 鍋、フライパン、炊飯器、電子レンジ、冷蔵庫等 



建物の改修に係るもの 手洗場の設置、調理場の改修等 

研修の受講等に係るもの 食品衛生責任者講習の受講料等 

子ども食堂開設の周知に係るもの ちらし、ポスター等の作成等 

その他 市長が必要と認める経費 

備考 食器等の整備に係るもの及び調理用器具等の整備に係るものについては、専ら子ども食堂

の用に供されるものに限る。 


